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市町村名 平　舘　村

［③／⑤］

［④／②］

5,445.0

Ｈ15－44

　町村の下水道普及率が都市部に比べ大幅に低く、整備要
望が高い。
［県内普及率：44.0%（H14年度末）,全国31位,東北3位］
［うち市部　普及率：56.4%（H14年度末）］
［うち町村部普及率：21.1%（H14年度末）］

７２２ １１１１

toshikei ＠ags.pref.aomori.jp

【県内の評価】

平舘処理区

○ その他○ 再評価後 年）未着工 年）●

その他（　　　　　　　　）

1,822.6

【全国の評価】

　　　　　全体計画

　事業費の進捗率として、Ｈ１５年度末予定で、全体計画は４７．８％、認可計画は７５．６％となっている。ま
た、汚水処理区域の整備率として、Ｈ１５年度末予定で３５ｈａの整備が見込まれており、全体計画区域の９８ｈａ
に対し３５．７％、認可計画区域の６９ｈａに対し５０．７％となっている。
　なお、処理場用地費（３０百万円）に係る進捗率は１００％である。

35.7
50.7

－
－

　当初、Ｈ１２年度末供用開始を目指していたが、処理場予定地の変更による下水道計画の見直しや財政上のことか
ら認可計画の見直しを図り、Ｈ１６年度末供用開始を目標に処理場及び管渠の建設を促進することとしてる。

　順調に進捗しており問題等、特になし。

a  ． b 

適時性

必要性

社
会
的
評
価

2,841.0259.8

計画全体に対する進捗

75.6

Ａ

100.1

841.0

年次計画に対する進捗

100.1 ［③／①］

2,604.0

［④／⑥］

Ｂ Ｃ

現全体計画

2,602.0

1,822.0

1,822.0 260.0 260.0

260.0

260.0

260.0

事業種別 下水道事業

事業方法

平舘村特定環境保全公共下水道事業

村単独

１６年度～小　計

事業名

事業目的
　平舘処理区を対象に下水道の整備を行い、「生活環境の改善」及び「公共用水域の水質保全」を図る。

主な内容

（単位：百万円）○採択時総事業費

終了予定年度

採択年度

事業費

　　Ｈ２５年度　（　Ｈ１４年７月計画変更　〈当初計画時　Ｈ２２年度〉）　

● 国庫補助 ●

１３年度

261.6

261.6

3,445.0

説明

事業効果
発現状況

問題点・
解決見込み

公共事業再評価調書

再評価実施要件

整理番号

担当部課室名
電話番号

Ｅ－ＭＡＩＬ

長期継続

（１／２）

10

（２）　社会経済情勢の変化

5,445.0

843.0

3,445.0

47.8

　　　　（認可計画）

　下水道は、欠くことのできない都市の基盤整備であ
り、国家が国民に保障する最低限の生活水準（ナショナ
ル・ミニマム）としての認識が定着している。
［全国下水道普及率：63.5%（H13年度末）］

全国・本県に
おける評価

当地区におけ
る評価

2,604.0

　

Ａ Ｂ Ｃ

　事業着手時に比べて、地域住民の関心がより一層高まっている。

a  ． b 
　地域住民は、陸奥湾という閉鎖性水域の環境保全の重要性や水洗化による生活環境の快適さへの理解度
が高まり、事業に協力的である。また、議会においても事業の必要性を理解し、議員の賛成を得て事業を
推進している。

a  ． b 

　－

地元の
推進体制等

効率性

地区名等

●

事業費割合　全体計画

（現認可計画）

全体計画実績

（認可計画実績）

（１）　事業の進捗状況

２　評価指標及び項目別評価

1,822.6 259.8

2,843.0260.0 2,602.0

財源・負担区分

１５年度１４年度

村施工●国50～55％●村45～50％
県代行●国50～55％●県20.25%～22.5%●村24.75～27.5％

　　　　　　H６年度　（用地着手　　H６年度　／　工事着手　　H６年度）

3,843

～１２年度

　平舘処理区は平成９年度に策定された青森県汚水処理施設整備構想で特定環境保全公共下水道として位
置付けられており、その全体目標に向けて事業を推進している。また、下水道事業は、健康で快適な生活
を営み、明るく住み良い環境づくりを進めうえで基本的な事業である。

　下水道整備は、計画時も現在においても、地域の生活環境の改善及び公共用水域の水質保全のため必要であ
る。また、地域住民の下水道整備の要望は、計画時と比べ現在は高くなっている。

　特定環境保全公共下水道計画
　　全体計画（当初計画）　汚水処理区域面積　98ha、事業費　3,843百万円、整備済面積　26ha
　　　　　　（現計画） 　 汚水処理区域面積　98ha、事業費　5,445百万円、整備済面積　35ha
　　認可計画（当初計画）　汚水処理区域面積　49ha、事業費　1,965百万円、整備済面積　26ha
　　　　　　（現計画）　  汚水処理区域面積　69ha、事業費　3,445百万円、整備済面積　35ha

合　　計

処理区域の整備面積割合
（事業費割合　認可計画）

主要工種毎割合
（整備率）

260.0

260.0

県土整備部 都市計画課
０１７

○●県事業主体

１　事業概要

市町村

○

- 1 -



・ ・

（分析手法、根拠マニュアル等）

・ ・

・ ・

休止

休止

　議会及び事業に係る地権者及び地域住民から事業に
対する協力を得られている。また、未整備地域からの
整備要望が日増しに強くなっている。

　管渠工事において、①マンホール間隔を５０ｍ以上としマンホールの箇所数を削減、②道路の舗装復旧
の際にＡｓ再生材を使用しコストの縮減、③公共ますの内径を200mmに変更し材料費の節減等の対応を
図っている。

Ｃ

百万円

百万円

（５）　評価に当たり特に考慮すべき点

　当初計画時において、処理場の処理方式は「長時間エアレーション法」、「オキシデーションディッチ
法」、「好気性ろ床法」及び「回分式活性汚泥法」の４案を検討した結果、計画規模が小さく、処理場用
地は比較的広く確保できる点から、建設・維持管理費が安く、維持管理が容易なものとして、「オキシ
デーションディッチ法」を採用している。

（４）　コスト縮減・代替案の検討状況

代替案

Ｂ

【費用対効果分析における特記事項】

a  ． b 

　平舘村は、津軽半島東海岸北部に位置し、総延長18㎞にわたり海岸線にそって自然形成されており、過疎地域、山
村振興区域及び半島振興対策実施地域に指定されている。

a  ． b 
（２）対応状況

　下水道は、生活環境の改善による町の活性化の上で必要不可欠であると考える。また、閉鎖性水域であ
る陸奥湾に面しており、公共用水域の水質保全のためにも必要である。

○配慮している 配慮していない（１）地域区分

配慮している 配慮していない

○ 対応方針（案）を修正すべき

 Ｈ15－44

○ 中止 （林政課及び漁港漁場整備課所管事業に限る）

　平舘村下水道推進協議会を開催し、住民の意見
を聞いている。また、工事説明会の際にもパンフ
レットを配布しながら意見を聞いている。

（２）　便所の水洗化

（２）　維持管理費

Ｂ／Ｃ 1.06

　事業採択時には、費用対効果分析は行っていない。

【費用対効果分析手法】

● 対応方針（案）どおり

a  ． b 

【代替案の検討状況】

○ （林政課及び漁港漁場整備課所管事業に限る）

● ○
●

【開発事業等における環境配慮指針への対応】

【住民ニーズ・意見】

委員会意見

４　公共事業再評価審議委員会意見

環境影響への
配慮

【地域別環境配慮指針への対応】

● ○ 計画変更

Ａ６a

【特記事項】

継続 ○

● 継続 ○ 計画変更 ○ 中止

Ａ

コスト縮減

a  ． b 

Ａ Ｃ

住民ニーズの
把握状況

【住民ニーズの把握方法】

Ｃ

【コスト縮減の検討状況】

Ｂ

附帯意見

３　対応方針（事業実施主体案）

地域の立地特性

備考

　地域住民からの要望も非常に高く、事業を継続し事業効果の早期発現を図る。評価理由

総合評価

百万円

0.0
310.2

百万円 149.0149.0
百万円

178.6

（３）　用地費
（４）

（２／２）

0.0
百万円

百万円

評価理由

委員会評価

百万円

費用項目
（Ｃ）

　簡易比較法により、年当たりの費用に換算し算定している。

14.0 百万円 14.0

増　　減再評価時

百万円百万円

百万円

0.0

0.0

百万円

-                 百万円 327.6 百万円

310.2
百万円

百万円178.6

百万円

百万円

-                 

百万円

百万円

百万円0.0百万円

327.6

便益項目
（Ｂ）

（３）

百万円

（４）

総便益

百万円

（５）

（５）
総費用
（１）　生活環境の改善

主  な  項  目

百万円

百万円

百万円
百万円
1.2 百万円 百万円1.2

百万円

区分

整理番号

Ａ Ｂ

百万円

計 画 時

（３）　費用対効果分析の要因変化

295.0295.0 百万円 百万円

百万円

（１）　建設費
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